
はじめに

ドナルド・トランプ米大統領は、2017年6月、パリ協定から離脱すると宣言した。しかし、

実際には同協定の発効（2016年11月4日）後3年が経過して初めて正式に国際連合に対して離

脱を通告でき、それから1年後に離脱が現実のものとなる（1）。トランプ大統領は、パリ協定発

効のちょうど3年後の2019年11月4日に離脱を通告したので（Pompeo 2019）（2）、アメリカは大

統領選挙（2020年11月3日）の翌日に正式離脱ということになる。仮にパリ協定早期再加盟を

掲げる民主党大統領候補が勝利したとしても（Osaka 2020）、トランプ大統領の1期目の任期

は2021年1月20日の次期大統領の就任宣誓式前までなので、アメリカの同協定からの離脱は

その間続く（木村 2019）。

気候変動に関する政府間パネル（IPCC）は、2014年に第5次評価報告書（IPCC 2014）を出

してから、ここ2、3年の間に相次いで特別報告書を公表している。2018年10月の特別報告

書「1.5°Cの地球温暖化」（IPCC 2018）は、2030年までに二酸化炭素（CO2）の排出量を2010

年比で45%削減しないと1.5°Cの目標を達成できないと警告した。2019年8月の「気候変動と

土地」（IPCC 2019a）に関する特別報告書および同年9月の「気候変動における海洋・雪氷

圏」に関する特別報告書（IPCC 2019b）は、今後思い切った気候変動緩和および適応対策を

とらないと、穀物等の栽培能力の著しい低下、海面や海水温の上昇、海洋の酸性化等によっ

て人類社会に深刻な影響が生じることを警告した。その兆候は、昨年来のオーストラリアや

カリフォルニア州の大規模火事、日本での台風や大雨による甚大な被害等、世界の至る所で

実感されるようになっている。

地球規模で気候変動問題が深刻化している状況下、世界第2位のCO2排出国のアメリカが、

国際協調の新たな旗印であるパリ協定に背を向けている影響は大きい（3）。ただ、気候変動の

科学を疑って、世界的な課題に取り組むより自国経済を優先する姿勢は、トランプ政権に限

ったことではない。アメリカは、ジョージ・W・ブッシュ政権誕生後間もなく、2001年3月、

気候変動緩和を目指す国際協力の枠組みである京都議定書を批准しないと宣言した（White

House 2001）。主な理由は、主要な途上国（中国など）がCO2削減義務を負わない不平等な国

際協定であること、京都議定書における削減義務を履行すればアメリカ経済への悪影響は免

れないことであった。それなら、気候変動問題におけるG・W・ブッシュ政権のアメリカ第

一主義とトランプ政権のそれとはどのように異なるのだろうか。国際協定から背を向けたと
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いう点では両者の態度は本質的には同じである。異なるのは、京都議定書では、先進工業国

のみにCO2の削減義務を課した内容でアメリカは不参加であったのに対し、パリ協定では、

先進工業国のみならず発展途上国もそれ相応の排出削減目標を掲げアメリカも参加している

ことである。また、ここ20年ほどの間に異常気象が激しくなり、IPCC等の気候変動に関す

る科学的知見を一般市民が以前より受け入れるようになったことも挙げられる。さらに、ト

ランプ政権が、気候変動問題に関して国際的なリーダーシップを発揮した前政権の成果をこ

とごとく否定していることも、アメリカ第一主義を強く印象付ける。なぜならば、バラク・

オバマ政権が国内において数々の革新的な政策を推進しつつ、世界最大の温室効果ガス

（GHG: Greenhouse Gas）排出国の中国から協力を取り付けてパリ協定締結を促進し、気候変動

緩和と適応に向けての国際協力体制を整えたからであった。以下、主要なオバマ政権の気候

変動対策（4）に対するトランプ政権の対応をみてみよう。

1 アメリカ国内におけるオバマ政権下の気候変動政策の後退とその影響

オバマ政権は、大統領行政府として国連を中心とした国際協力の姿勢を示した。2009年12

月、同大統領とヒラリー・クリントン国務長官はデンマークで開催された国連気候変動会議

（COP15）に参加して、会議前に発表されていたアメリカ政府の気候変動政策をもとに国際交

渉に臨んだ。同国の中・長期GHG削減目標は、2020年までに2005年比17%削減、2050年ま

でに2005年比83%削減というものであった。また、途上国支援として、2010―12年（短期）

に100億ドル、2020年までに他の国々と協力して年間1000億ドル（約11兆円）を約した。さ

らに、オバマ大統領は2013年6月「気候行動計画」（the Climate Action Plan）を発表し、「炭素

汚染」の削減（気候緩和策）、気候変動適応策、国際協力を政策の三本柱に掲げる一方（White

House 2013）、翌年1月28日の一般教書演説でも気候変動問題に取り組んでいく姿勢を示し

た。

前政権は、連邦政府としては包括的なエネルギー政策および気候変動緩和策を制定できな

かったものの、個別の行政レベル対策はある程度施行した。例えば、大気浄化法（CAA）に

基づいて、GHGの移動排出源（運輸部門）と固定排出源（発電部門等）の規制強化が図られ

た。これらの規制の契機は、2003年にマサチューセッツ州等が環境保護庁（EPA）に対して

起こした新車の排ガス規制をめぐる訴訟であった。最終的に、2007年4月、連邦最高裁判所

判決は、EPAがCAAを根拠として新車のGHG排出規制を行なう権限を有し、また、CO2そ

の他のGHGは、同法における大気汚染物質の広範かつ明確な定義に適合すると裁定した（5）。

さらに、同判決は、CAA第202条の規定に従って、GHGが「公衆の衛生または福祉を危険に

さらす原因となるか、または助長している」と判断する場合は、EPAは新車からのGHG排出

規制を行なわねばならないとしている（岩澤 2018: 12–13; Nuccitelli 2019a）。この連邦最高裁判

決を受け、オバマ政権初年の2009年12月、EPAは京都議定書で認定されている6種類のGHG

を公衆の衛生および福祉を危険にさらす原因あるいは助長する汚染物質と認定した（危険性

認定：Endangerment Finding）（岩澤 2018; Nuccitelli 2019a）（6）。この2009年の危険性認定を踏まえ、

EPAと運輸省（DOT）の道路交通安全局（NHTSA: National Highway Traffic Safety Agency）は、
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2010年5月には2012―16年モデル車を対象に「軽量自動車GHG排出基準およびCAFE（企業

平均燃費）（7）基準」（フェーズ1基準）を、2011年9月には2014―18年モデルを対象に「中・重

量自動車GHG排出基準および燃費基準」（フェーズ1基準）を設定した。さらに、2012年10

月には「2017年モデル以降の軽量自動車GHG排出基準およびCAFE基準」（フェーズ2基準）、

2016年10月に2021―27年モデルを対象にした「中・重量自動車GHG排出基準およびCAFE

基準」（トラクターに関しては2018―27年モデル対象）（フェーズ2基準）を設定した（岩澤 2018:

14–15）。例えば、2012年に改訂したCAFE基準において、2017年式新車からCAFEを最終年

度の 2025年には 2017年比約 30%改善させ、燃費をガソリン 1ガロン当たり 54.5マイル

（23.2km／ ）に向上させることを目指した（JPEC 2019: 8）。

トランプ政権は上記のCAFE基準は厳しすぎるとして、2017年3月に基準見直しを宣言し、

それを受けてEPAは、CAFE基準に代わって「2021―26年式乗用車および軽量トラックのた

めのSAFE車両規制（8）」を発表した。SAFE基準によれば、2021―26年式の軽量乗用車の企業

平均基準値を2020年式車の目標である37マイル／ガロン（15.7km／ ）で凍結するものとなっ

ている（JPEC 2019: 8）。

また、トランプ政権は、連邦のEPA規制より厳しいカリフォルニア州のGHG排出抑制政策

に横槍を入れて、同州と対立している。CAAは、新車に関する排出ガス規制において、原則

州法に優先することになっているが、例外として、1966年3月30日以前に採択された新車排

ガス規制を導入した州に対しては適用除外（Waiver）条項により、公衆衛生および福祉の保

護において連邦基準と同程度に厳格なものであれば、独自の規制権限を認めている（Rosen-

baum 2013: 172–174; 岩澤 2018: 16）。2012年、カリフォルニア州大気資源局（CARB: California Air

Resources Board）は、排ガスおよびGHG排出に関して2017―25年式新車を対象とした先進的

クリーン自動車（ACC: Advanced Clean Car）プログラムを導入した。これは、低排出ガス車

（LEV: Low-Emission Vehicle）規制やカリフォルニア州内で販売する2025年式車の15.4%をゼロ

エミッション車（ZEV: Zero-Emission Vehicle、電気自動車〔EV〕と燃料電池車〔FCV〕）とする政

策等、連邦の排ガス規制より厳しい内容の独自規制となっている。2013年、前オバマ政権は

このカリフォルニアの規制に対してCAA209条の適用除外を認め、同州のLEV規制に関して

は13州が、ZEV規制に関しては10州が追随している（JPEC 2019: 10）。2020年4月現在で12

州に上っている。

これに対してトランプ政権は、カリフォルニア州と同州の基準を準用している他州に対し

て、SAFE基準に従わせることを意図して、前政権が認めたCAA209条の適応除外の撤回を提

案した（DOT and EPA 2018）。カリフォルニア州知事ギャビン・ニューサムはこの提案に強く

反発し、2019年4月にCARBはEPAおよびNHTSAをワシントンD.C.地区連邦地方裁判所に提

訴した。法廷闘争が長期化して事業環境が不透明になることを嫌った主要自動車メーカー17

社（GM、フォード、トヨタなど）からなるグループは、2019年6月、トランプ大統領とニュー

サム知事に対して妥協を請願した。同年7月にCARBは、国内市場シェアが30%ほどのフォ

ード、ホンダ、BMW、フォルクスワーゲンの大手4社との間で、乗用車と軽量トラックの企

業平均燃費を、オバマ政権のCAFE基準よりは緩い、2026年までに 50.0マイル／ガロン
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（21.3km／ ））まで段階的に引き上げるという合意に達した。トランプ政権は、これでも承服

せず、これら4社に対して独占禁止法違反の疑いで同年9月に調査を開始した（JPEC 2019:

11）。カリフォルニア州の経済規模は、アメリカ、中国、日本、ドイツに次ぐ世界第5位で、

2019年第1四半期の実質国内総生産（GDP）は3兆ドルを超えて全米のGDPの14.5%を占めて

いる（BEA 2019）。また、カリフォルニア州の自動車市場は巨大で、同州での排ガス規制は、

日本の自動車メーカーも含め、国際的な自動車産業の技術革新を促進し、世界の気候変動緩

和策の進展に少なからず貢献している。

さらに、前オバマ政権は、発電や工業、住宅および商業の各部門の固定GHG排出削減策を

導入した。紙幅が限られているので、前政権の旗艦的気候変動政策のひとつであった、クリ

ーン・パワー・プラン（CPP）に絞って概観する。2015年8月、オバマ政権下のEPAは、「新

設、改修および改築された発電所からのGHG排出にかかわる性能基準（新排出源性能基準

〔NSPS〕）」を公表し、新設の石炭火力発電所については炭素回収貯留（CCS: Carbon Capture and

Storage）技術の採用を想定した（岩澤2018: 19–20）。また、同時に「既存排出源（発電所）に

かかわる炭素汚染排出ガイドライン」（CPP）を提案し、規制対象となる石炭火力発電所は、

発電効率改善や天然ガスを燃料とするコンバインドサイクルシステムの採用など、最善の排

出削減システムを採用することが義務付けられた。EPAは、CPPによって、全米の発電所か

らのCO2の排出量が2030年に2005年比で約32%削減でき、同規則によるコストは51億―81

億ドルであるのに対し、気候変動緩和や健康上の便益は年間320億―540億と試算した（岩澤

2018: 21）。しかし、CPPの公布を受けて、多くの州や業界団体がEPAの規制権限の適法性、

各州の排出削減目標あるいは費用便益分析の妥当性をめぐって訴訟を提起した。とりわけ、

ウェストバージニア州をはじめとする27州が、当該訴訟の係争中におけるCPPの効力停止請

求を行ない、最終的に2016年2月に連邦最高裁がこの請求を認めたため、同規則の執行は停

止されることになった（岩澤 2018: 21）。さらに、トランプ政権下の2018年12月、EPAはCCS

の導入には地域的な制限とコストがかかりすぎるため、既存技術を活用した蒸気循環の効率

化や操業体制の効率化等が最善の排出削減システムだとして、CCSを導入しないで排出基準

値を設定することを提案した（9）。

以上、自動車の燃費基準緩和を含む一連のEPAの政策変更の背景には、トランプ大統領が、

地球温暖化懐疑論者でCPPの違法性を主張して訴訟を起こしたスコット・プルイット（オク

ラホマ州司法長官）をEPA長官に起用したことがあった（10）。このほか、同大統領は、オバマ政

権が導入した石油や天然ガス掘削・精製過程で漏洩するメタンガス排出規制緩和や、前政権

時に計画を中止していたカナダからテキサス州にオイルサンドを輸送する「キーストーンXL

パイプライン」と、ノースダコタ州からイリノイ州までつなぐ「ダコタ・アクセス・パイプ

ライン」建設を再開させる大統領令に署名する（11）など、枚挙にいとまがないほどの反オバマ

気候変動政策がとられている。

2 アメリカの国際協力からの後退とその影響

前政権によって確立されつつあった気候変動問題をめぐるアメリカの国際協力の枠組みに
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も、トランプ政権の政策によって揺らぎが生じている。2014年11月12日北京にて、オバマ大

統領と習近平中国国家首席は「気候変動に関する米中共同声明」を発表し、（1）国際社会の

長期目標の確認として、地球の平均気温上昇を産業革命以前と比べて2°C以下に抑えること、

（2）アメリカは、2025年までに2005年基準比26―28%のGHGs排出削減（努力目標＝28%削減）

を目指すこと、そして（3）中国は、2030年にCO2の排出をピークアウト（ピーク年前倒し努

力を）し、一次エネルギー消費に占める非化石燃料の比率を2030年までに20%ほどに拡大す

ることを約した（White House 2014）。翌年9月25日ワシントンD.C.でも、気候変動問題に関

する二国間協力を強化することの重要さを再確認した（White House 2015）。

米中合わせて全世界のGHG排出量の40%以上を占めるので、二国が具体的な削減目標を共

同で発表したことは、2015年12月にパリで開催のCOP21に向けての国際交渉に弾みをつけ

た。アメリカのGHG排出削減目標は、欧州連合（EU）の1990年比2025年までに30%、2030

年までに40%削減より少ないが、2°C目標を達成するために必要な削減範囲であった（Lee and

Torney 2014）。中国の中期削減目標については、2°C目標の達成には不十分である。しかし、

両国は、既存の米中気候変動作業グループ（CCWG: U.S.-China Climate Change Working Group）

などを通して、バスやトラックなどの燃費向上、スマートグリッド、炭素回収・利用・貯留

（CCUS: Carbon Capture, Utilization and Storage）、建物や工業におけるエネルギー利用の効率化、

GHG排出データの収集と管理、気候変動と森林、産業用ボイラーの効率化と燃料転換、気候

対応型低炭素都市、強度のGHGsであるハイドロフルオロカーボン類（HFCs）の段階的全廃

を目指した（White House 2014; 同2015）。さらに、原子力エネルギーなどに関する政策対話や

その実施に加え、米中クリーンエネルギー研究センター（CERC: U.S.-China Clean Energy

Research Center）を創設してCCUS、省エネ建築、クリーンカーなどに関する共同研究を促進

することになっていた（White House 2014）。これら一連の米中協働の気候変動対策は、トラ

ンプ政権になって中止あるいは停止状態にある。

また、2016年10月15日、ルワンダのキガリで開かれたモントリオール議定書第28回締約

国会議において、先進工業国と発展途上国が協力してHFCs削減に取り組む、という合意が

成立した（12）。アメリカや日本などの先進工業国が2019年から2036年までにHFCsを2011―13

年の平均より85%削減し、中国をはじめとする100ヵ国ほどの途上国は2024年から削減を開

始し2045年に2020―22年の平均比で80%削減することを約している（科学技術振興機構 2016;

AP, Kyodo 2016）。科学技術振興機構によれば、上記の改正が実施されれば、現在の世界の

GHG排出量の約2年分に相当する90ギガトン（CO2換算）の削減に相当し、今世紀末までの

地球温暖化を0.5°C抑制可能といわれ、ひとつの合意としては最大規模の気温の低下に寄与

することになる。米中の積極姿勢の背景には、HFCsはCO2より地球温暖化係数が数百倍から

4000倍以上あり、両国内でのCO2の排出削減に比べれば、HFCsの削減のほうがはるかに容易

で温暖化抑制の効果も大きい、という利害の一致があった。しかし、トランプ政権は、2019

年1月に発効しているキガリ改正をいまだ批准していない（13）。一部の企業が前政権のHFCs規

制に対するEPAの権限の範囲を疑問視し、2017年にワシントンD.C.巡回区控訴裁判所に異議

申し立てを行ない、当時同裁判所の裁判官であったブレット・カヴァノーは、EPAのHFCs規
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制を越権行為と裁定していた（2018年にカヴァノーは、トランプ大統領によって連邦最高裁判事

に指名され、上院で承認された）。他方、共和党上院議員も含む多くの議員、主たる関連業界

団体、多くの州政府、そして環境保護団体も連邦政府にキガリ改正の批准を要請しているが

（Hulac 2019; NRDC 2019; Ulrich 2019）、現政権がいまだに批准しないのは、それが前オバマ政権

の成果であることや気候変動問題にも関係しているため、と考えられている（McKenna 2019）。

トランプ政権の気候変動問題をめぐる「アメリカ第一主義」が、単に多国間主義を否定す

るのみでなく、地政学的な観点から中国との敵対的な対立あるいは競争関係にも及ぶとした

ら、中国との闘いは徒労に終わるだろう。気候変動問題をめぐる米中関係に関する2012年の

ツイッターへの書き込みで、トランプは「地球温暖化の概念は、アメリカの製造業が競争力

をなくすように、中国によって中国のために創作されたものだ」（14）とツイートしていた。こ

うした考えに従えば、中国は世界最大のGHG排出国なのに、2014年の米中合意のように、ア

メリカが中国よりも大幅にしかも早期に排出削減するコストをかけることは割りに合わない

とか、中国はアメリカよりはるかにCO2排出も多くて大気も汚染されているので、気候変動

緩和のための社会的、経済的コストは非常に高く、中国を助けてCO2排出を削減することは

アメリカの比較優位を削ぐことになる（Brands 2019）、といった考えも抱こう。しかし、以上

のような短期的でゼロサム的考えに左右される考えの盲点は、気候変動の影響がいっそう激

しさを増して、異常気象への大規模な適応策が必要となったとき、中国のような一党独裁の

集権的な政治体制のほうがトップダウンで思い切った政策がとれる一方、民主主義国のアメ

リカの対応は時間がかかり、中途半端な対策に終始し、気候変動による被害が中国より大き

くなる可能性があることである（Brands 2019; Nuccitelli 2019b）。いずれにせよ、長期的利益の

観点から、米中で協力して気候変動の緩和と適応に注力したほうが双方にとって、また国際

社会全体にとって望ましいことにちがいない。

さらに、米中関係のみならず、国際的な協力体制にも影響が懸念されるのが、トランプ政

権が気候変動対策に関する国際的な財政支援を拒否することである。2010年「緑の気候基金」

（GCF: Green Climate Fund）設立時の初期拠出（2015―18年）では、43ヵ国の政府および都市・

地域からの拠出表明総額は103億ドルであり、そのうち日本は15億ドルの拠出表明を行なっ

た。オバマ大統領は在任中にGCFへ30億ドルの拠出を公約し、そのうち10億ドルを拠出し

ているが、トランプ大統領は残りの20億ドルの支払いを凍結した。2019年10月に行なわれ

た第1次増資（2020―23年）では、ドイツ、ノルウェー、イギリス、カナダが増資すること

によってアメリカの不払い分の穴を埋め（RIEF 2019）、27ヵ国が97億7600万ドルの拠出を表

明した（UNIC 2019）。日本は増資を行なわず、当初の15億ドルの拠出表明にとどまった。

3 トランプ政権の気候変動懐疑派の対抗勢力

連邦政府組織内で最もエネルギーを消費する国防省が、気候政策に積極的に取り組んでい

る。過去30年あまり、国防省、情報機関、民間のシンクタンク等は、気候変動がもたらす平

和と安定に対する脅威を注視している（15）。その際のキー概念は「気候安全保障」（“climate secu-

rity”）である。例えば、米軍全体として、気候変動は世界の最も脆弱な地域における「脅威
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増幅要因」（“threat multiplier”）で、重大な国家安全保障問題であるという認識を共有してい

る（CNA 2007）。また、国家情報会議（NIC: National Intelligence Council）は、今後20年、気候

変動が政治的不安定、難民の大移動、テロあるいは特定の国における水やその他の資源をめ

ぐる紛争の要因になる、と指摘している（Fingar 2008）。2010年、そして2014年の『4年ごと

の国防計画見直し』（Quadrennial Defense Review）でも、気候変動とエネルギーは将来の安全保

障環境を方向づける重要な要因とし、海面上昇などに対する軍施設の備えの必要性も訴える

一方（US DoD 2010: 84–86）、気候変動を脅威増要因として、アメリカのみならず世界全体の

安全保障問題と捉えている（US DoD 2014）。さらに、米軍自体のエネルギー政策や気候変動

緩和策（脆弱性緩和策）も議論されている。国防省は、化石燃料依存削減のため、バイオ燃

料、マイクログリッド、大規模な再生可能エネルギー（再エネ）開発投資を検討する一方

（Pew Project 2011）、海軍ではアラスカの永久凍土の溶解あるいはアメリカの南東・南西地域

の干魃の軍施設に対する影響評価、沿岸施設の海面上昇や暴風雨による水没の可能性や海外

基地の使用制限の可能性等の調査を行なっている（US Navy 2010）。また、NICのGlobal

Trends 2030は、異常気象の頻発、降雨パターンの変化、氷河の溶解、海面上昇がアメリカの

安全保障上の脅威であることを確認している（US NIC 2012）。国家情報長官ダニエル・コー

ツ（当時）が2019年1月に上院委員会に提出した『世界の脅威評価』報告書でも、「地球規模

の環境や生態系の劣化そして気候変動は、2019年を通して、そしてそれ以降も、資源をめぐ

る争奪戦、経済的困窮、社会的不満を激化させるだろう」（Coats 2019: 23）と報告している。

アメリカ社会では、政治的に中立な軍や情報機関は国民からの信頼を獲得していて、アル・

ゴア元副大統領やオバマ前大統領が促進する気候変動政策は「政治化」されて論争を巻き起

こすが、軍や情報機関が促進する気候安全保障対策に対しては共和党もさほど反対しない

（Diez et al. 2016）。

連邦レベルにおける気候政策の遅滞に対して、一般的に州レベルでの取り組みは積極的で

より国際協調的な動きが多くみられる。ただ、人為的な気候変動懐疑派の多い共和党が主要

な州知事のポストも握るようになると、党派対立が州や地方レベルへも持ち込まれる。例え

ば、2010年の中間選挙後、新ニュージャージー州知事クリス・クリスティーは、北東・中部

大西洋州の気候政策イニシアティブ（RGGI）から脱退し、ニューメキシコとユタの州知事も

西海岸州の気候イニシアティブから離脱した。しかし現在、国内政治状況は変化し、2020年

1月に再びニュージャージー州がRGGIに復帰し、ヴァージニア州が新たに2021年1月の参加

を予定している（16）。RGGIは2009年に、アメリカで初めて強制力を伴う、発電所からのCO2

に関して排出上限を設定した「キャップ・アンド・トレード（C&T）」（排出量取引）制度を立

ち上げた。オークション方式で排出割り当てを行ない、2009年から2015年の間に、CO2排出

を1億200万トンに抑え、2019年以降10%の削減を目指して、C&T制度を実施した。2019年

までの10年間で、RGGIの発電所からのCO2の排出量は47%減り、RGGI州の電気料金は5.7%

減るとともにGDPは47%成長した（Acadia Center 2019）。しかし、RGGI州全体のCO2の排出

量は全米の約7%で、全米のGDPの16%にしかすぎない（CRS 2019: 19）。やはり、連邦政府

レベルでのC&T制度の導入が必要であるが、RGGIの取り組みは、将来の全国レベルでの導
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入に向けた知見と経験を十分に提供できるものになっている。

また、2017年にトランプ大統領がパリ協定からの離脱を表明してから、州のみならず、地

方自治体、経済界、大学その他多くの団体や個人から同協定を支持する声が上がっている。

その主なグループは、“We Are Still In”（「われわれはまだパリ協定にとどまっている」）（17）、

RGGIに参加する州その他計24州の知事（2019年時点）からなる米国気候同盟（“U.S. Climate

Alliance,” http://www.usclimatealliance.org/）そして全米 438の市長からなる “Climate Mayors”

（http://climatemayors.org/）のネットワークで、いずれもパリ協定と前オバマ政権が国際公約した

GHG排出削減目標やその達成のための政策を支持している。これらの地方政府、ビジネス、

大学等からなるネットワークは、アメリカのGDPの68%、人口の65%、GHG総排出量の51%

を占めるに至っている（America’s Pledge 2019: 4）。また、アップル、アドビ、ナイキ等の有力企

業の多くは、事業活動で使用するエネルギーのすべてを再エネで賄うことを目指すRE100運

動や、パリ協定のGHG排出削減目標達成が可能な施策を掲げている企業を評価する「科学に

基づく目標」（Science Based Targets）に参加している（18）。さらに、トランプ大統領は石炭産業

の再興を鳴り物入りで宣伝してきたが、2017年1月の大統領就任から2019年12月の間に石炭

生産は22%以上、消費は33%以上落ち込み（19）、多くの石炭生産会社が倒産している（Cohn

2019; Johnson 2019）。シェールガス革命による安価なガス発電と太陽光や風力などの再エネ発

電のコスト安によって、2018年に限っても25基分ほどの石炭火力発電所が廃炉となっている

（Cohn 2019）。

国外でも、2009年にアメリカ国内の大学生たちが始めた化石燃料産業からのダイベストメ

ント（投資引き揚げ）運動が、世界的な広がりをみせている。パリ協定の2°C目標を達成する

ために燃やすことのできる化石燃料の容量には上限があり（carbon budget）、その許容量を超

えた化石燃料の保有は座礁資産（stranded assets）になるという言説にも影響されて、ダイベ

ストメント運動は、年金基金などの大きな機関投資家も巻き込んで、現在、11兆米ドル（約

1200兆円）の化石燃料関連投資の引き揚げをもたらしている（20）。欧州委員会も2019年12月、

欧州連合（EU）は2050年までにGHG排出実質ゼロの脱炭素社会を目指す「欧州グリーンデ

ィール」を、フォンデアライアン新体制の6つの政策指針のひとつに掲げた。石炭に依存し

ているポーランドは合意に参加しなかったので、EU加盟国が一丸となって化石燃料からの脱

却に突き進むという状況ではない。それでも、グリーンディールを実効性のあるものにする

ために、「欧州気候法」の成立を目指している（21）。

最後に、地域的な温度差はあるが、最近のアメリカ国内の世論調査の結果も、気候変動に

対する関心の高まりを示している。例えば、2019年8月、気候ネクサス（Climate Nexus）が、

イェール大学とジョージ・メイソン大学と共同で行なった登録有権者対象の世論調査によれ

ば、70%の有権者が政府の気候変動対策を支持し、67%が気候変動政策は経済と雇用にプラ

スの影響をもたらすであろう、と回答している（Climatenexus 2019）。他方、気候変動が現在

起こっていると信じている人々の割合は、北東部（67%）と西部（67%）の州に比べ、中西部

（60%）と南部（53%）の州では少ない（McCarthy 2019）、という結果になっている。いずれに

せよ、大多数のアメリカ人は気候変動問題に関心を示している。
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結びに代えて

トランプ政権の気候変動の科学に対する懐疑と、前オバマ政権が積み上げた国内の気候変

動政策や国際協調の枠組みをことごとく潰していこうという姿勢は、アメリカ国内外の環境

保護派にとっては脅威である。しかし、アメリカ第一主義的な言動は、G・W・ブッシュ政

権が京都議定書の批准を拒否した行為と本質的には同じであり、連邦政府レベルでの気候変

動政策がいまだに存在していない状況も同じである。ただ、異なるのは、現在は世界最大の

GHG排出国の中国が、それ相応の排出削減目標を掲げて国際的な協調を志向していること、

アメリカ社会も含め世界的に、パリ協定が指向する脱炭素社会達成に向けて舵が切られてい

ることである。その証左として、国内でシェールガス革命が起こったこともあるが、トラン

プ大統領が鼓舞してきた石炭産業の再興の見通しは暗い。

他方、世界第5位の経済規模のカリフォルニア州をはじめとした二十数州や多くの地方自

治体、多国籍企業を含む多くの優良企業などは積極的に気候変動政策を推進している。多少

の地域差はあるが、世論の大多数も人為的な気候変動問題を認識している。さらに重要なこ

とに、アメリカ国内で政治的に中立な存在として国民から信頼されている軍や情報機関等は、

気候変動問題を安全保障上の脅威増幅要因と捉え、軍関連施設の気候変動の緩和策と適応策

を遂行する一方、来るべき安全保障上の危機に備えている。とはいうものの、世界第2位

GHG排出国アメリカが、全国レベルおよび国際レベルで気候変動という地球規模の挑戦に真

っ向から向き合わない現状は好ましいものではない。次期大統領選の結果が、同問題におけ

るアメリカ第一主義の継続か否かの新たな分水嶺になろう。
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を追求する841社のうち348社が認定されている（https://sciencebasedtargets.org/）。

（19） U.S. Energy Information Administration（EIA）のウェブサイト内のTotal Energy（coal）, https://www.

eia.gov/totalenergy/data/browser/?tbl=T06.01#/?f=M参照。

（20） ダイベストメント運動は、350.org（https://350.org/）という非政府組織（NGO）が、座礁資産言説

はカーボントラッカー（https://carbontracker.org/）というNGOが中心となって唱導している。

（21） ヨーロッパが新型コロナウィルスによるパンデミックのホットスポットになったこともあり、グ

リーンディールの行方は混沌としている。
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